
Ⅰ　はじめに

　認可保育園において、０才児が９人以上入所する

場合、また保育所における体調不良の子どもへの対

応など健康面における対策の充実を図るため、国は

看護師等の専門的職員の確保に努めることとしてい

る１）。

　保育園は乳幼児の健やかな育ちを保障する場とし

て重要であり、健康の保持・増進が保育の重要な目

的である。最近、医療的な対応を要する子どもの入

園や健康課題のある子どもなど、健康面への対応が

求められることが多い。そのため、健康支援の専門

職である看護師の果たす役割が増大している。厚生

労働省から「保育園における感染症対策ガイドライ

ン」２）、「保育所におけるアレルギー対応ガイドライ

ン」３）などが出され、感染症への対応やアレルギー

児の対応など、保育園看護師の役割と責務が明確化

されつつある。

　2009年４月施行の保育所保育指針４）やその解説

書５）では保育園の看護師の役割について、「子ども

や職員の健康管理及び保健計画の策定と保育におけ

る保健面での評価、保護者からの情報を得ながら子

どもの健康状態を観察し評価すると共に、疾病等の

発生時に救急的な処置等の対応を行うこと、また子

どもの健康教育、職員への保健指導、保護者への連

絡や助言等が保育所における看護師の役割」と明記

されている。

　健康上の多様なニーズをもつ園児が増加し、身体

的、心理的な面への健康支援が求められていること

から、八重瀬町の各法人保育園では看護師の配置を

検討し、13 ヶ園中、９ヶ園（69％）に配置される

状況になった（平成26年４月）。しかし、八重瀬町

法人保育園へ配置されている看護師は小児看護の経

験がなく、ひとり配置であり、相談者やモデル人材

が少ない中、手探りでの業務に戸惑いと不安を感じ

ている。また、園により業務体制が違い、保健活動

が十分に行えない等の問題もみられた。そこで、看

護師が専門性を発揮するための学びの場、保育保健

の相談や問題共有・解決できる場をつくることを目

的に、八重瀬町看護師情報交換会・研修会（以下看

護師会）を発足した。保育保健の向上と充実を目指

すことが、子どもの健康的な生活を支援することに

つながると考え、看護師会への取り組みを行ってきた。

Ⅱ　看護師会について

１．看護師会の実際

　看護師会は、平成23年９月から２ヶ月に１回開催

し、平成26年５月で15回開催した。看護師会は八重

瀬町法人保育園職員の園長、看護師、保育士等が参

加し、小児看護学を専門とする大学の教員を支援者

とした。また、テーマによっては地域の保健師、栄

養士等の参加を依頼するなど、ディスカッションの

内容によって専門の医師のアドバイスを受けながら

看護師会を実施した。

２．保育園看護師の業務

　保育園看護師が実践している業務として、以下の

９項目があげられる。

①　保育士同様、子どもの保育にあたり、同時に

保健業務を実施
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②　環境汚染程度をチェックし１日の保育内容を

確認

③　登園児を迎え、保護者から聞き取りをしなが

ら健康チェックや投薬管理を行う

④　発熱、嘔吐などの体調不良児の対応や怪我の

処置を行い、園長等と家庭連絡の要否、病院受

診の判断・引率、保護者対応を行う

⑤　内科健診や歯科検診の準備・補助、尿・蟯虫

検査を実施し、検査結果を担任保育士や保護者

へ通知、子どもの発育発達を把握し、生活指導

や健康相談へとつなげる

⑥　インフルエンザなどの感染症流行時には職員

や保護者へ注意喚起し、直接、又は保健だより

を発行し予防や対応について啓蒙する

⑦　応急手当法やAEDなどの救急法を職員へ指

導する

⑧　保健集会を開催し、園児の健康に対する意識

向上を目指す

⑨　園児の病後の健康管理で医師と連携を図る

Ⅲ　対象・方法等

１．対象および方法

　看護師会の開催については、担当者から事前に保

育保健に関するテーマを募り、議題、研修内容を設

定し、支援者によるミニ講義や資料等の紹介、また

各園の保育保健の現況報告、問題共有と解決に向け

て話し合いを行った。看護師会の内容はICレコー

ダーに録音したうえで、逐語録に起こし、議事録を

作成し、参加者や参加できなかった園にも送付し、

情報共有を図った。

　看護師会の運営やディスカッションの進め方、会

への要望等は適宜行い、評価しながら進めた。第14

回の看護師会では参加園を対象に質問紙調査を実施

し、看護師会の評価や期待する内容等の回答を求め

た。対象園は11 ヶ園とし、主な項目は看護師会に

参加した感想、テーマやディスカッション内容の評

価、今後のテーマのあり方や看護師会への要望等で

あった。

２．倫理的配慮

　看護師会の内容は毎回ICレコーダーに録音し議

事録を作成した。その際、保育園や相談内容から個

人が特定されることがないように園名や個人名は記

号化し、事例については年齢のみを記載した。また、

情報の漏洩を防ぐために議事録作成後は録音内容を

消去した。

Ⅳ　結　果

　通算４年で15回の看護師会を開催してきたが、実

際にどのような内容、活動を行ったのかまとめた。

１．看護師会のテーマと内容

　第１回から第14回の内容をまとめて表１に示し

た。個別の疾患に対する対応や時期に応じた園の取

り組み、嘱託医との連携のあり方など、看護師会の

内容は多岐にわたっていた。看護師会での学びや情

報を自園の職員間で共有し、共通理解を図るととも

に、熱性痙攣や怪我、骨折などの突発的な疾患の対

応に備えるようにした。

　また、各園の近況報告の内容から地域や各園にど

のような疾患が流行しているのかを知ることがで

き、対応や予防策について情報を共有することで、

早期対策・早期発見・蔓延予防につなげることがで

きた。

２．個別事例への対応

　各園から提示された事例とその対応については、

園ごとの相互ディスカッションを通して学ぶ方法を

取り入れた。ディスカッションの内容には、「熱性

けいれんや骨折、頭部打撲などの受傷に対する対応

として、他園での応急処置の実際を参考にした。ま

た、支援者から適切な対処法、観察ポイントなどを

学んだ。」、「５歳児で失禁、夜尿がある子に対して

は夜尿のメカニズムの理解やトイレトレーニングに

関してミニ講義を取り入れ、ディスカッションし

た。」、「２歳児からポカリスエットを常飲している

肥満児に対して、ポカリスエットの成分や幼児期の

適切な飲料水、食事や運動量についてミニ講義で学

び、保護者への健康指導につなげた。」等、テキス

トやマニュアルのみではなく、実際にどのように対

応しているのか、看護師会では実践的な方法を学ぶ
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表１　八重瀬町看護師会の内容　 　（支援者は毎回参加している）

回 参加園数（看護師数） 議題 話題・相談・事例検討

１ ６ヶ園　　　（３名） ・沖縄県内の保育園看護師の配
置の実態

嘱託医との連携のあり方、熱性けいれん
児の対応、便秘、乳幼児健康診査、蜂に
刺された時の対応、など

２ ６ヶ園　　　（４名） ・保健計画立案
・軟膏の使い方
・イソジンうがいの使い方

肥満児への対応、アレルギーで肌荒のあ
る子のケアについて、おむつかぶれ、夜
尿児のトイレトレーニング、リンゴ病、
など

３ ９ヶ園　　　（６名） ・放射能から子どもを守るため
には

・保育園における事故予防

小児の救急処置と職員体制について
（熱中症、目の怪我、頭を打った、誤飲、
出血、骨折・脱臼・捻挫、火傷、溺水、
けいれん、歯が抜けた）、川崎病、など

４ ８ヶ園　　　（４名） ・自慰行為への対処法
・インフルエンザ出停期間の考

え方

年間保健計画内容、保健だより、義眼、
脳性まひ、喘息、骨折、低身長、チック、
胃腸炎、水痘、など

５ ９ヶ園　　　（５名）
児童家庭課職員
ファミリーサポート担当者

・幼児の「生活リズム調査」結
果について

・エピペンの使用について
・研修会記録の取決め

水筒持参の取り組み、疥癬児への対応、
結膜炎、胃腸炎、冷えピタの効果・活用
法、打撲に対する冷罨法、食物アレルギー、
など

６ ９ヶ園　　　（７名）
大学教員（発達障害研究者）

・保育園における看護師の役割
・「気になる子供と保護者支援」

研修会について

チック、熱性けいれん、ポリオ予防接種
について、ステロイド軟膏の使用につい
て、など

７ ９ヶ園　　　（５名）
ファミリーサポート担当者

・「気になる子どもと保護者支
援」研修会の振り返り

・小児がんについて
・感染症の発症と潜伏期間

気になる子の対応、かみつきのある子へ
の対応、水頭症とがっぱい（頭の大きな子）
の違い、予防接種について、地域の保健
師との連携、視力障害児の対応、など

８ ６ヶ園　　　（３名）
ファミリーサポート担当者

・新入園児の健康状態
・新年度役割分担
・看護師会記録方法について

溶連菌、食物アレルギー、胃腸炎後の血便、
離乳食の進め方、昼寝について、など

９ ６ヶ園　　　（２名）
地域の保健師　５名
ファミリーサポート担当者

・母子健康法と発達障害支援法
にみる乳幼児健康診査の役割

乳幼児健康診査、発達相談の現状（保健
師より）、熱性痙攣時の対応、骨折時の安
静、手足口病、かみつき、便秘、など

10 ７ヶ園　　　（３名）
ファミリーサポート担当者

・口唇口蓋裂（ホッツ床）につ
いて

・「保育園看護師の支援体制の
構築に向けて」

自己炎症疾患について、アタマシラミ、
など

11 10ヶ園　　　（６名）
大学教員（小児担当）
ファミリーサポート担当者

・各園の現況報告 脱毛、結膜炎、痔への対応、溶連菌、掲
示物の押しピン使用について、水痘と帯
状疱疹、インフルエンザＢ、肘内障、乳
糖不耐症、など

12 11ヶ園　　　（６名）
大学教員（小児担当）
ファミリーサポート担当者

・「母子保健法と発達障碍者支
援法にみる乳幼児健康診断と
心理士の役割」

・三次喫煙の被害

支援関係リストの作成について、パステ
ルゾーンの子どもの支援、巡回相談を受
け早期対応につなげている、三次喫煙の
被害、柔軟剤の使用について、

13 ９ヶ園　　　（５名）
大学教員（小児担当）
ファミリーサポート担当者
児童家庭課課長
地域の保健師
臨床心理士
福祉課職員

・支援を必要とする親子への支
援体制、連携について

各園から集計したアンケート調査結果か
ら、障がい児や気になる子の対応に現場
で困っている事について
町内の支援体制の現状について
乳幼児健診内容について

14 11ヶ園　　　（７名）
ファミリーサポート担当者

・日本保育園保健協議会　第８
回九州ブロックを終えて

・インフルエンザ予防接種の効果

年度まとめ、次年度の内容検討
乳糖不耐性の場合の乳製品摂取について
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機会となっていた。

３．ミニ講義や資料の提供等

　支援者によるミニ講義では、「小児特有の疾患や

健康上の問題について」、「登園時の観察やけが、感

染症への対応方法」等を学び、知識を深めることに

より実践に活かす工夫をした。また、支援者が実施

した調査内容（保育所に勤務する看護職の実態調査）

の結果で明確化された保育園看護師に期待する業務

内容を参考に、保育園看護師として取り組むべき課

題や目標を明確にした。

　平成24年度に改正された学校保健法によるインフ

ルエンザの出停期間延長は、地域内保育園において、

個々に解釈の違いがみられ、異なる対応をしていた。

保護者の就労支援と子どもの健康支援の狭間で各園

の対応の違いに混乱をきたしたことから、アドバイ

ザーとしての医師の見解を求めた。そのうえで、医

師の意見をもとに支援者からの助言、ガイドライン

の解釈、地域の保健師からの情報を整理し、議論す

ることにより、解熱後72時間の出停期間を地域内の

保育園の統一見解とした。そのことで、地域の全園

が統一した指導、対応をとることが可能となった。

４．発達障がいに関する特別講義の開催と相談会

　発達障がいや気になる子の理解・支援が不十分な

状況があり、発達が気になる子どもに対し、保育現

場では試行錯誤の状況にあることが各園から報告さ

れた。看護師、保育士ともにその対応に苦慮する状

況がみられた。特に保育現場における看護師は、「発

達障がい」や「気になる子」といった言葉は聞きな

れず、対応するうえでの知識が絶対的に不足してい

た。そこで、保育者や保護者を対象に知識と具体的

な対応方法を学ぶための特別講演会を開催した。法

人園長会が主導、行政が共催し、200人という大規

模講演会の企画・運営を行った。発達が気になる子

どもが少しでも生活しやすい環境づくりや保育のあ

り方について学び、講演会後には看護師会で振り返

りを行うことで知識を深めることができた。

５．職種間連携の推進　　

　親子支援を行ううえで関係機関との連携が重要で

あることから、地域の保健師や臨床心理士、児童家

庭課、福祉課等の職種間連携をすすめるための情報

共有の場を設定した。乳幼児健康診査の現状や保育

園の現状について相互交流を行うことにより、各職

種の状況や情報量について知る事ができた。相互交

流により、各機関の役割を確認し合うことができ、

支援の必要な子どもへの早期支援の体制つくりが行

われた。さらに、職種間のネットワークづくりのきっ

かけともなった。

６．看護師会のあり方に関する意見

　第14回（平成25年度末）の看護師会終了後、参加

看護師や保育士を対象に「看護師会について」の質

問紙調査を実施した。対象とした11 ヶ園中のうち、

９ヶ園から回答が得られた。９ヶ園すべてが「看護

師会に参加して、大変良かった」と回答していた。

その理由として、「病院勤務では、医師の指示のも

と看護師仲間とチーム医療を行っていたが、保育園

で働き始めた頃は何をしていいかわからず戸惑っ

た。会があることで安心して働くことができる」、「本

やネット情報以外の現場の具体的な話を聞くことが

できる」、「各園の対応方法を知ることで園の業務を

振り返り、改善の目安になる」、「相談やアドバイス

を受ける場があることで自信を持って働くことがで

きる」、「看護師の孤立化を防ぎ、互いに支え合うこ

とができる」、「看護師がいない園でも病気や怪我を

した時の判断や対応法に関する情報が得られること

で安心して保育ができる」等の肯定的な意見が聞か

れた。

　看護師会でディスカッションした内容の具体的な

活用例については、「他の園の保健活動をモデルに

した」、「現場の保育保健・環境整備に活かしてい

る」、「情報を掲示し、家庭へ情報発信している」、「最

新情報が入手できるため、職員間の知識向上につな

がっている」などが聞かれた。　

　看護師会に対し、今後取り組んでほしい内容や改

善点については、「各園での事例内容で写真などを

用いて具体的な対応やその後の経過について問題解

決できる場にしたい」、「参加者全員が自分の意見や

情報を発信できるようにしたい」、「各専門分野とコ

ミュニケーションが取れる機会をつくり協力してい

きたい」、「看護師会だけでなく、タイムリーに相談

できる体制をつくりたい」などの内容があり、看護
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師会に対する期待や会のあり方に対する建設的な意

見が聞かれた。

Ⅴ　考　察

　保育園看護師は保育保健のリーダーとして機能

し、その専門性を深める事に努め、十分に役割をは

たす事が重要である。時代と共に変化する保育園の

役割について理解し、子どものみならず、その家族

や職員全体の健康保持・増進に努め、保育保健の質

向上を目指さなくてはならない。

　しかし、実態でも述べたように看護師がその専門

性を発揮し、子どもの健康支援のリーダーになるこ

とは難しい。その理由として、小児看護に関連する

知識が不足していたり、看護師をサポートする体制

や相談体制がないことがあげられる。このような問

題に対し、自ら学びの場をつくる勉強会を計画し、

継続開催してきた。看護師会では保育園において看

護師目線での情報や意見を交換したり、相談をする

場がある事への安心感を得ることができた。さらに、

支援者からの裏付けされた情報やアドバイスによ

り、保育園看護師として必要な知識を身につけ、確

実にスキルアップしている事を感じている。調査に

おいても、多くの保育士や看護師が看護師会の役割

を評価していたことからも、看護師会の存在の意味

は大きい。また、看護師会では毎回様々な相談や問

題提示があり、予定時間を超えて話し合いが続くこ

とが多く、看護師会に対する需要が高いことがうか

がえる。

　さらに、看護師会を通して各園が連携する体制が

取れることの重要性が明確になった。そのことが、

より地域の子どもや保護者に統一した健康支援や情

報などを提供することができると考えている。

　調査結果から、看護師会の継続開催への期待が大

きいことが明らかになったが、業務の都合上、看護

師会に参加することが難しい職員も多く、希望する

保育士や看護師が参加しやすい方法を検討すること

が求められている。また、問題に直面したときにタ

イムリーに相談できる体制、他職種との連携、調整

が必要であると考えるが、医師や専門機関の多忙な

業務を考えると、十分に機能する体制を作ることは

難しい。その解決策としては、小児科医を含めた他

職種との共同の研修会や実践報告の場をつくり、日

ごろから顔の見える関係づくりを推進し、連携でき

る環境を考えておくことが重要である。子どもと保

護者に、より適切な支援を提供するためには専門機

関との切れ目のないネットワークを充実させること

が必要である。

　専門性を高めるための学びの環境設定や安心した

業務遂行のための看護師会の継続は必要であり、看

護師会を継続し、発展させることが、地域のニーズ

に対応できる保育保健の充実につながる。

Ⅵ　おわりに

　看護師会発足時は八重瀬町法人保育園11 ヶ園中、

看護師配置は５ヶ園であった。看護師会の継続によ

り、徐々に看護師を配置する保育園が増え、現在は

９ヶ園に配置されるまでになった。八重瀬町は都市

開発に伴い人口が増加している。人口増加に伴い、

各保育園の利用数も増加しているが、健康支援を必

要とする子どももまた増加してきている。そのこと

が看護師配置の必要性につながり、増員してきた一

因とも考える。

　看護職が看護職のために開始してきた看護師会で

はあるが、期待された業務を充実させ、より良い保

育保健を提供していくためには、看護師の積極的な

保育への参画が必要であり、子どもの生活を第一義

に考えた保育保健を提供していかなければならい。

　看護師会の取り組みを、学会等で報告する機会を

得たが、報告を通して看護師会の評価、振り返りを

行い、さらに保育保健が充実できるようにしたい。

　八重瀬町看護師情報交換会・研修会は、文部科学

省科学研究費（研究代表者：金城やす子、課題番号：

24593397、研究期間：平成24年～平成26年）の助成

を受けて実施した。
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Ⅰ　はじめに

　子どもにとって遊びは生活に密着したもので、精

神状態を安定させ、成長・発達を促す。また、遊び

を通して子どもたちは、人や物との関わり、自主性

や社会性、協調性を学ぶと言われている（兵田ら，

2011）。しかし、入院児は治療や検査、療養環境によっ

て様々な制限を強いられていることがある（太田ら，

2011）。制限のある生活を強いられる入院児にとっ

て遊びは楽しい時間であるだけでなく、自発的に、

かつ主体的に行動できる重要な活動である。子ども

はどのような状況にあっても遊びを求め、遊ぶ意欲

が闘病にも大きく影響する。そのため、入院児に対

して遊びを含めた生活を保障することが重要である

（金城，2007）。

　欧米では、1970年代から病院内に入院児の遊び

に関する教育をうけた専門スタッフの存在を図る

など、入院児の遊びに対する働きかけが盛んであ

る。わが国でもその必要性が言われているが、入院

児の遊びの環境はまだ不十分な点が多い（小野ら，

1996）。入院児の遊びにはさまざまなスタッフが関

わっており、病棟保育士、チャイルド・ライフ・ス

ペシャリスト（CLS）、ボランティア等は近年の小

児医療において欠かせない存在となっている。この

ようなスタッフを必要としている病院は多くなって

いるが、実際に雇用できている病院は数少ないのが

現状である（兵田ら，2011）。そのため、自然と遊

びの援助は小児病棟に勤務する看護師が担うことに

なる。

　混合病棟で小児を担当する看護師は、子どもをケ

アしながら病棟全体の業務を考え、成人患者の業務

を担うなど、子どもと遊べないこと、逆に業務を気

にして子どもと遊ぶことへの罪悪感を持っている。

また、看護師は遊ぶことが目的でなければ遊びでは

ないという狭義の概念を持ち、それが罪悪感に影響

を与えている（太田ら，2011）。

　

Ⅱ　研究目的

　成人・小児混合病棟に勤務する看護職者の入院児

の遊びに対する考えや病棟での遊びの現状を明らか

にする。

Ⅲ　研究方法

１．研究対象

　Ｏ県に所在する２ヵ所の病院の成人・小児混合病

棟に勤務する看護職者63名。

２．研究期間

　平成25年４月～11月。調査期間は、平成25年５月

～６月。

３．研究方法

　１）研究方法：無記名自記式質問紙を用いた留置

調査。

　２）調査内容：

①　対象者の属性

②　入院している子どもの遊びについての考え

について

③　勤務している小児病棟での対象者自身の遊
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びの実際について

④　受け持ち児の看護計画の中に遊びについて

の立案の有無について

⑤　自由記載

３）分析方法：収集したデータは、単純集計、ク

ロス集計を行った。自由記述式は成人・小児混

合病棟に勤務する看護職者の入院児の遊びに対

する認識に関する文章をカテゴリー化した。

４．倫理的配慮

　研究への参加は、自由意思によるものであり、研

究に参加しないことによる不利益は一切被らない

こと、データは匿名とし個人情報は保護され結果は

公表されること、調査用紙の回収を持って研究への

同意とする旨を依頼文に明記した。

Ⅳ　結　果

　Ｏ県にあるＡ病院およびＢ病院の成人・小児混合

病棟に勤務する看護職者63名を対象に調査を行い、

56名から回答が得られ（回答率68.1％）、１枚を除

き55名の回答を有効回答（93％）とした。

１．対象者の概要

　年齢は、22～30歳35名、31～40歳12名、41～50歳

８名であった。看護師経験年数は、０～10年43名、

11～20年９名、21～30年３名であった。小児看護経

験年数は、０～５年41名、６～10年11名、11～15年

３名であった。免許を取得した学校と最終学歴はと

もに、看護専門学校50名、看護系短大２名、看護系

大学３名であった。職種は、全員が看護師であった。

婚姻は、既婚者23名、未婚者31名、未記入者１名で

あった。子どもの有無は、あり21名、なし34名であっ

た。子どもの遊びについての講義を受けた経験では、

あり40名、なし13名、未記入者２名であった（表１

参照）。

２．遊びに関する看護職者の認識

　【遊びは情緒的・心理的発達に必要である】に

ついては、とてもそう思う89.1％、ややそう思う

10.9％であった。【遊びは子どものもつ権利である】

については、とてもそう思う87.3％、ややそう思う

10.9％、どちらでもない1.8％であった。【遊びは社

会性の発達のために欠かせない】については、と

てもそう思う87.3％、ややそう思う12.7％であっ

た。【入院している子どもにとって季節の行事やイ

ベントは必要である】については、とてもそう思う

85.5％、ややそう思う14.5％であった。【小児病棟に

は積極的に保育士を導入したほうがよい】について

は、そう思う74.5％、ややそう思う25.5％であった。

【遊びは子どもの病気の回復を早める】については、

とてもそう思う36.4％、ややそう思う40％、どちら

でもない20％、あまりそう思わない3.6％であった。

【子どもとの遊びは看護業務である】については、

とてもそう思う14.5％、ややそう思う36.4％、どち

らでもない30.9％、あまりそう思わない12.7％、そ

表１　対象者の概要
（ｎ＝55）

項　　　目 回答数

年　齢
22～30歳 35名
31～40歳 12名
41～50歳 8名

看護師経験年数
０～10年 43名
11～20年 9名
21～30年 3名

小児看護経験年数
０～５年 41名
６～10年 11名
11～15年 3名

免許を修得した学校
看護専門学校 50名
看 護 系 短 大 2名
看 護 系 大 学 3名

最終学歴
看護専門学校 50名
看 護 系 短 大 2名
看 護 系 大 学 3名

職　種 看 護 師 55名

婚　姻
既 婚 23名
未 婚 31名
未 記 入 1名

子どもの有無
あ り 21名
な し 34名

講義を受けた経験
あ り 40名
な し 13名
未 記 入 2名
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う思わない3.6％であった。【子どもの遊びよりも、

病気の治療が優先である】については、とてもそう

思う10.9％、ややそう思う25.5％、どちらでもない

50.9％、あまりそう思わない10.9％、そう思わない

1.8％であった。（図１参照）。

３．看護職者の遊びの現状

　【入院児の遊びについて病棟保育士と一緒に考え

ている】については、できている23.6％、ややでき

ている25.5％、どちらでもない20％、あまりできて

いない14.5％、できていない16.4％であった。【季

節の行事やイベントは入院児の成長発達を考慮し

て企画・実施している】については、できている

14.5％、ややできている41.8％、どちらでもない

25.5％、あまりできていない5.5％、できていない

12.7％であった。【子どもとの遊びを看護業務とし

て行っている】については、できている3.6％、や

やできている10.9％、どちらでもない・あまりでき

図１　遊びに関する看護職者の認識
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子どもの遊びよりも、病気の治療が優先である

子どもとの遊びは看護業務である

遊びは子どもの病気の回復を早める

遊びは入院児の闘病意欲を高める

入院児の苦痛や不安を緩和する

入院児にとって遊びとは健康な子どもと同様に重要である

子どもとの遊びは発達段階などを考慮して行うことが重要である

小児病棟には積極的に保育士を導入したほうがよい

遊びは入院児のストレスを軽減する

遊びは自発的、主体的に行動できる重要な活動である

子どもは遊びに喜びや楽しさなどの「快」を求めている

入院している子どもにとって季節の行事やイベントは必要である

遊びは社会性の発達のために欠かせない

遊びは子どものもつ権利である

遊びは情緒的・心理的発達に必要である

とてもそう思う ややそう思う どちらでもない あまりそう思わない そう思わない

図２　遊びの現状
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他の業務があっても子どもとの遊びに集中することができる

子どもとの遊びを看護業務として行っている

季節の行事やイベントは入院児の成長発達を考慮して企画・実施している

入院児の遊びについて病棟保育士と一緒に考えている

できている ややできている どちらでもない あまりできていない できていない
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ていない34.5％、できていない16.4％であった。【他

の業務があっても子どもとの遊びに集中することが

できる】については、できている1.8％、ややでき

ている3.6％、どちらでもない12.7％、あまりでき

ていない34.5％、できていない47.3％であった。【看

護計画に子どもとの遊びを立案している】につい

ては、ややできている1.8％、どちらでもない20％、

あまりできていない30.9％、できていない47.3％で

あった。（図２参照）

　受け持ち児の看護計画の中での遊びの立案につい

て、立案している7.3％、立案していない89.1％で

あった（図３参照）。

　看護業務としての遊びの実践の有無と遊びの計画

立案の有無について、年齢、婚姻、子どもの有無と

の関連でクロス集計を行い、χ2 検定の結果すべて

の項目について関連はなかった。（表２、表３参照）

　看護計画に遊びについて立案していないと回答し

た理由について33名から回答が得られ、【治療優先

のため遊びは後回し】【病状回復による看護計画な

しでの自由な遊び】【他業務に追われ遊びのための

時間不足】【混合病棟のため小児を受け持たない成

人担当】【短期間の小児の入院】【マニュアルにはな

い遊びの計画】【考えつかない遊びの計画】の７つ

にカテゴリーが抽出された。（表４参照）。

　子どもの遊びに関する自由記述では15名から回答

が得られ、【入院中でも子どもの成長発達を考慮し

た遊びの提供の必要性】【日常ケアとしての遊びの

必要性】【遊びへの看護師の介入の必要性】【安静制

限や感染、遊具の不足など遊びの提供の困難】【感

染児に対する遊びの環境の必要性】【入院児の遊び

による笑顔】【入院児の遊びのための院外ボランティ

アの導入】の７つのカテゴリーが抽出された（表５

参照）。

図３　看護計画の中に遊びについての立案の有無
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表２　看護業務として遊びの実践

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない χ２値

年　齢

22～30 0（0％） 5（14.2％） 15（42.8％） 10（28.5％） 5（14.2％）

10.07131～40 1（8.3％） 1（8.3％） 1（8.3％） 6（50％） 3（25％）

41～50 1（12.5％） 0（0％） 3（37.5％） 3（37.5％） 1（12.5％）

婚　姻
既婚者 2（8.6％） 2（8.6％） 7（30.4％） 9（39.1％） 3（13％）

3.882
未婚者 0（0％） 4（12.9％） 12（38.7％） 9（29％） 6（19.3％）

子ども
あ　り 2（9.5％） 1（4.7％） 7（33.3％） 8（38％） 3（14.2％）

4.643
な　し 0（0％） 5（14.7％） 12（35.2％） 11（32.3％） 6（17.6％）

表３　看護計画への遊びの立案

できている ややできている どちらともいえない あまりできていない できていない χ２値

年　齢

22～30 0（0％） 1（2.8％） 6（17.1％） 11（31.4％） 17（48.5％）

8.39631～40 0（0％） 0（0％） 1（8.3％） 3（25％） 8（66.6％）

41～50 0（0％） 0（0％） 4（50％） 3（37.5％） 1（12.5％）

婚　姻
既婚者 0（0％） 0（0％） 7（30.4％） 6（26％） 10（43.4％）

3.085
未婚者 0（0％） 1（3.2％） 4（12.9％） 10（32.2％） 16（51.6％）

子ども
あ　り 0（0％） 0（0％） 7（33.3％） 6（28.5％） 8（38％）

4.303
な　し 0（0％） 1（2.9％） 4（11.7％） 12（35.2％） 17（49.3％）
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Ⅴ　考　察

１．入院児の遊びに対する認識

　１）遊びに対する認識

　Ｏ県内にあるＡ病院及びＢ病院の成人・小児病棟

に勤務する看護職者の遊びの考えにおいて、【子ど

ものもつ権利】【情緒的・心理的発達に必要】【遊び

は社会性の発達のために欠かせない】【入院児にとっ

て季節の行事やイベントは必要】という項目につい

ては90％以上が、とてもそう思う・ややそう思うと

回答していた。【遊びよりも病気の治療が優先】と

表４　看護計画の中に遊びについて立案していない理由
（ｎ＝33）

カテゴリー（ ）内は回答者数 記　述　内　容

治療優先のため遊びは後回し（11）
「治療が優先されるから」、「何だかんだで治療のことが優先され

ている」、「優先度的に後回しになってしまっていた」

病状回復による看護計画なしでの自

由な遊び（６）

「調子が良くなると子どもは自然に遊び場に行くため」、「患児の

状態をみてからなので立案までは必要ない」、「プレイルームが設

けられており、自由に入院児が遊べる場所となっているので、立

案しなくても親子で遊んでいることが多い」

他業務に追われ遊びのための時間不

足（５）

「多忙」、「検査やopeなど他の業務に手がまわらない」、「他業務に

追われて立案できていない」

混合病棟のため小児を受け持たない

成人担当（５）

「成人側チーム担当のためほとんど小児がいない」、「実際に担当

するのは内科である」、「あまり小児を受け持たない」

短期間の小児の入院（３）
「入院日数が短い」、「短期間の入院児にはほとんど立案出来てい

ない」、「入院期間が短い」

マニュアルにはない遊びの計画（３）
「遊びについての計画が電子カルテにない」、「マニュアルにない

ため」、「パスにまかせっきり」

考えつかない遊びの計画（３）
「看護計画立案時に遊びを入れる考えがなかった」、「考えたこと

がなかった」

表５　子どもの遊びに関する意見
（ｎ＝15）

カテゴリー（ ）内は回答者数 記　述　内　容

入院中でも子どもの成長発達を考慮

した遊びの提供の必要性（３）

「子どもの発達・発達段階を考慮した上での遊びの提供はとても

重要」、「入院していると制限がでてくるので（場所的に…）室内

になってしまい、自然に触れることが少ない（土や植物等）ので、

身体的発達が違う」、「子どもの発達段階にあわせた遊びは必要」

日常ケアとしての遊びの必要性（３）

「絵本の読み聞かせなど時間を設けてもよいと思う」、「小児看護

の中にもっと遊びを取り入れるべき」、「もっとイベント事などを

増やして、離床の機会を増やしてもよいと思う」

遊びへの看護師の介入の必要性（３）

「実際、保育士が多く関わっており看護師は介入ができていない

と反省することもある」、「イベントなどは積極的に行っているが、

個人個人の遊びは家族や保育士が行っている」、「もう少し積極的

に関わろうと思う」

安静制限や感染、遊具の不足など遊

びの提供の困難（２）

「医師よりベッド上安静がある場合、児のストレス緩和が難しい

部分もある」、「遊具の不足、ハード面、感染面でいろいろ大変」

感染児に対する遊びの環境の必要性

（２）

「易感染状態にある患児に、個別で面談室にプレイルームを作っ

たことがある」、「個室隔離の子でも遊べる環境があるといいかな」

入院児の遊びによる笑顔（１） 「入院している児に遊びを取り入れることで笑顔がみられる」

入院児の遊びのための院外ボラン

ティアの導入（１）

「病気の子どもたちにも遊びは必要だと思うが、業務をしながら

ではとても厳しい。院外ボランティアが多くあったらよいと思う」
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いう項目については、とてもそう思う・ややそう思

うと回答した看護職者が36.4％であった。この結果

は、西元（2005）らの言う「子どもたちは遊びをと

おして、社会性の発達、身体的発達、情緒的発達、

知的発達などの成長発達をしていく」と一致してい

た。したがって、看護職者の考える遊びは入院児に

特化しているものではなく、「遊びは、栄養や健康

や住まいや教育などが子どもの生活に欠かせないも

のであるのと同じように、子どもが生まれながらに

持っている能力を伸ばすのに欠かせないものであ

る。遊びは、子どもの体や心や感情や社会性を発達

させる。遊びは、子どもが生きていくために必要な

さまざまな能力を身につけるために不可欠なもので

ある」（子どもの遊ぶ権利宣言，2013）ように、一

般的な遊びの意味であることが考えられる。

　２）看護業務としての遊びの認識

　子どもの遊びについての講義を受けた経験につい

て、あると回答した看護職者は55名中40名であった。

しかし、【子どもとの遊びは看護業務である】とい

う項目についてはとてもそう思う・ややそう思うと

回答した看護職者は50.9％であった。対象者である

看護職者の約半数は入院児との遊びを看護業務の一

つとして捉えていなかった。太田（2011）らによると、

小児担当者は「時間が空いたから遊ぶ」と語る一方

で、「時間ができたら成人チームの業務を手伝うの

は当然」「ただ遊んでいるだけなら成人チームの業

務を手伝って欲しいと成人担当者が思っている」と

語っており、成人担当者の目を気にしながら領域の

異なる業務遂行と子どもとの遊びの時間確保に葛藤

していたことが浮き彫りとなったと述べている。本

研究対象である病院は混合病棟であったため、病児

の短期間の入院や他業務に追われ、十分に遊びを支

援することが困難な現状にあるのではないかと考え

られる。

　３）医療保育士の必要性

　少子化や社会の変化に伴う小児医療の変化は、子

どもが入院する病棟の環境を大きく変化させてきて

いる。同時に医療の専門分化・高度化に伴い、看護

師が子どもの生活・発達支援に十分に関われない状

況もみられている。厚生労働省は子どもの入院環境

を改善するためにプレイルームの設置をもとに保育

士の導入をすすめ、診療報酬体系に2002年保育士加

算を設置した（金城ら，2005）。そのため、子ども

が入院する病棟に保育士の必要性が問われている。

【小児病棟には積極的に保育士を導入したほうがよ

い】という項目に対して、とてもそう思う・ややそ

う思うと回答した看護職者は74.5％であった。ほと

んどの看護職者は小児病棟に保育士を導入する必要

があると考えていることが分かった。金城（2007）

の研究では、小児病棟への保育士の配置については

77％以上がその必要性を認識していたことが報告さ

れており、今回得られた本研究結果と同様のことが

言える。看護職者は入院児にとって遊びが重要であ

るとの認識は高いが、日々の業務に追われ十分に関

わることや成長発達を考えた遊びの提供ができてい

ないことが、保育士の必要性につながっているので

はないかと考えられる。

２．遊びの援助の現状

　１）看護業務としての遊びの実際

　【子どもとの遊びを看護業務として行っている】

という項目についてはできている・ややできて

いると回答した看護職者は全体で14.5％、既婚者

17.2％、未婚者は2.9％、子どもあり14.2％、子ども

なし14.7％、31～40歳8.3％、41～50歳12.5％であっ

た。これまでの自身の看護業務を振り返り、看護業

務として入院児の遊びの援助を行えていると捉えて

いる看護職者は、全体的には少ないが既婚者や子ど

ものいる方、30歳代以上の方に多いことが分かった。

太田（2011）らの報告によると、既婚者や子どもあ

りの看護職者は遊びについての定義が広く、入院児

との関わりの中で遊びと捉えられているが、未婚者

や子どもなしの看護職者では遊びについて狭義であ

るため、入院児との関わりの中で遊びと捉えられて

いないのではないかと述べている。本研究も同様の

ことが言え、既婚者や子どもありの看護職者は子ど

もとの遊びの定義が広く、看護業務として行えてい

ると捉えているのではないかと推察される。
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　２）看護計画に遊びについて立案している状況

　【看護計画に子どもとの遊びを立案している】と

いう項目についてはできているとの回答はなく、や

やできていると回答した看護職者は全体で1.8％、

未婚者3.2％、子どもなし2.9％、既婚者・子どもあ

り0％、22～30歳2.8％であった。看護計画に遊びに

ついて立案している看護職者は、全体的に少ないが

未婚者や子どものいない方、20歳代に多いことが分

かった。金城（2007）の研究結果では、受け持ち児

の遊びについて看護計画を立案している看護師は全

体で19.7％と少なかった。本研究も同様のことが言

え、ほとんどの看護師が看護計画に子どもとの遊び

について立案していないことが分かった。看護計画

の中に遊びについて立案しない理由として【治療優

先のため遊びは後回し】という回答があったが【他

業務に追われ遊びのための時間不足】【短期間の小

児の入院】【マニュアルにはない遊びの計画】とい

う他の回答があったことから、多忙な業務や短期間

の入院に関わる看護師にとって、日常の業務の中で

遊びを計画し、実施することは難しいのではないか

と考えられた。また、【病状回復による看護計画な

しでの自由な遊び】のように、「体調が良くなると

子どもは自然に遊び場に行く」「プレイルームが設

けられているため自由に親子で遊んでいることが多

い」などの回答が得られたことから、遊びは子ども

にとって重要であると認識しているが、遊びを子ど

もの自主性や付き添いの家族、医療保育士に委ねて

いる部分があるのではないかと考えられた。日常生

活や遊びの援助の実施状況では、看護計画立案との

関連がみられ、援助ができている病棟では看護計画

が立案され、計画的な遊びの援助、生活支援につな

がっていると思われた（金城，2007）。本調査の結

果からは看護計画が入院児の生活全体の支援計画に

なっていないと考えられた。また、計画遊びは入院

児の発達を支援するために必要な遊びであることか

ら、計画遊びの実施に向けた取り組みが重要である

と考える。

　３）医療保育士との連携

　計画遊びやプレパレーションを日常業務として計

画し、実施していくには看護師だけの対応では難し

い（金城，2007）。そのため、医療保育士と連携し

入院児の遊びを提供することが必要である。しか

し、小児看護の基礎教育では医療保育士との連携に

ついて学んでいない。そのため、小児看護の中でも

医療保育士との連携について学習することが必要で

ある。また、看護職者などの医療スタッフの医療保

育士についての認識が不十分であることも考えられ

る。2002年に診療報酬の改定において保育士加算が

導入されたが、算定基準条件の厳しさや医療者の

医療保育に関する認識が不十分であることなどか

ら、保育士の配置が思うように進まない状況がみら

れた。さらに、医療保育は入院児の精神的な面や家

族への指導など業務内容が多岐にわたり、保育士の

基礎教育だけでは対応が難しく、入院児に関わるさ

まざまな専門職とチーム医療を実践していくために

は、医療保育士としての専門性が求められているこ

とから、2007年には “医療保育専門士”としての認

定資格を打ち出し、資格化に受けた研修が開始さ

れた（金城，2012）。小児病棟への保育士の必要性

や配置が進められるためには、臨床現場における保

育士の必要性とその業務が明確にされ、医療スタッ

フだけではなく一般の人にも医療保育士の認識を高

める啓発活動も必要であると考えられる。入院児の

遊びを看護業務として位置づけ、健康児同様に入院

中も子どもらしい日常生活に向けた援助ができるよ

う、体制も含めて工夫していく必要があると考える。

３．子どもの遊びに関する意見

　１）遊びに対する考えと援助の現状

　本研究ではほとんどの看護職者が子どもにとって

遊びは重要であり、成長発達のために必要であると

考えているが、実際には遊びの援助が十分に行われ

ていないことが分かった。

　２）遊びを援助する環境や体制

　【安静制限や感染、遊具の不足など遊びの提供の

困難】については、看護職者がベッド上安静時の入

院児のストレス緩和が難しいと感じていること、ま

た十分な遊具の提供や徹底した感染対策の困難さが
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あることなど、小児病棟の遊びの援助の現状が分

かった。高橋（2010）らによると、混合病棟では入

院患者が小児だけでなく、多くの場合さまざまな診

療科の高齢患者が同じ病棟で過ごすため、子どもの

ための病棟構成ではないことから、遊びたくてもそ

の備品やスペースがない。このような環境では、子

どもの「遊びと生活」の保障は困難であると述べて

いる。また、金城（2007）によると、看護師が入院

児の生活支援により多く関わるためには、入院児の

ための環境が整備されている専門の病院、病棟であ

ることが大きな要因であり、看護をするための環境

の整備が重要であることが示唆されたと述べてい

る。さまざまな制限はあるが、可能な範囲で広い空

間を使い、大人や異なる年齢の子どもたちをも含め

た、成長発達を考慮した遊びの援助が実施できるこ

とが必要である。そのため、上記でも述べたように、

入院児に関わる専門職の連携を図ることや体制、環

境も含めて検討していくことが必要であると考え

る。

　３）院外ボランティアの必要性

　【入院児の遊びのための院外ボランティアの導入】

については、多忙により遊びの援助が困難であるた

め、院外ボランティアの導入を求める回答が得られ

た。他業務に追われ入院児の遊びの援助が不十分で

あると感じていることがうかがえる。兵田（2011）

らの研究によると、医師・看護師以外の職種の必要

性をいつ感じるかという問いに対する回答では「専

門的知識や経験をもとにした遊びの必要性を感じる

時」が最も多く、次いで「業務が忙しい時」であっ

たと報告されており、今回得られた本研究結果と同

様のことが言える。本来医師・看護師の優先される

べき仕事は患児の治療や体調管理であるため、入院

中の子どもの遊びに対応する別の遊びスタッフを配

置することが望まれるのではないかと考えられる

（兵田ら，2011）。看護師をはじめとする医療スタッ

フから、遊び専門スタッフの配置なども含めて積極

的に整備を求めていく必要があるのではないかと考

える。

Ⅵ　結　論

１．Ｏ県の小児病棟に勤務する看護職者の90％以上

は、入院児にとって遊びは重要であると考えてい

た。しかし、看護職者の約半数は入院児との遊び

を看護業務の一つとして捉えていなかった。

２．看護職者の18.2％は子どもとの遊びは保育士の

仕事であると考えており、また看護職者の74.5％

が小児病棟には保育士の導入が必要であると考え

ていた。

３．子どもとの遊びを看護業務として行っている看

護職者は全体の14.5％、看護計画に子どもとの遊

びについて立案している看護職者は全体の1.8％

であった。

４．入院中でも子どもへの遊びの援助は重要である

と認識しているが、安静制限や感染対策、遊具の

不足、院外ボランティアの導入を求めていること

から、十分に遊びを援助することが困難であった。

Ⅶ　おわりに

　対象となったＯ県に所在する２ヵ所の病院の成

人・小児混合病棟に勤務する看護職者の質問紙調査

結果では、ほとんどの看護職者が他業務に追われ、

看護業務として子どもとの遊びを実施できていない

こと、看護計画に子どもとの遊びについて立案して

いなかった。この結果は本研究が短期間の在院日数

で感染症患者が大半を占める混合病棟を対象として

調査を行ったことによると考えられるため、今後は

入院児の疾患や入院期間などの施設の特徴について

も検討していくことが必要である。

　また、子どもにとって遊びは重要であると考えて

いながらも実際には十分に関わることができていな

い理由として、マニュアルに遊びの計画がないこ

と、医療保育士などの遊び専門スタッフの導入を求

めていることから、小児病棟では保育士などの遊び

専門スタッフの配置や入院児に関わる専門職の連携

などの体制や環境の検討を行い、入院児の遊びを看

護業務としての位置づけに努めていくことが重要で

ある。小児看護の中でも、医療保育や医療保育士に

関連した科目の配置などを検討することで、医療保

育士についての理解と必要性の意識向上に努めてい
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くことが必要である。加えて、今後は看護師として、

外来などにおいて医療保育士についての情報提供を

行い、一般の人にも医療保育士について知識の普及

に努めていく必要がある。
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１　はじめに

　食物アレルギーは、その有病率が本邦を含めて世

界的に増加傾向にあり、その合併症であるアナフィ

ラキシーの頻度も同様であるとする報告が多い１－７）。

　また、アレルゲンとなる食物は多種類に及び、中

でも卵や牛乳・小麦や魚介類など、日常の食生活で

高頻度に摂取する食物に対するアレルギーが高率で

あり、年齢別では低年齢児ほど高率であることなど

から１－３）、食物アレルギー児をもつ保護者はもちろ

んのこと、児童の『食育』に関わるすべての職員に

とっても、食物アレルギーに対する正しい知識を持

つことは極めて重要である。しかし、日常生活およ

び業務として食物アレルギーに対応することは、大

きな精神的な負担となることもある。したがって、

食物アレルギーを正しく理解し、その負担を軽減

し、少しでも楽しい『食育』に変えていくことがで

きるようにすることは、児童はもちろんのこと、周

囲のすべての成人にとっても極めて有意義なことで

ある。

　しかし、食物アレルギーに対する正しい知識を得

ようとする際、手軽な情報源であるインターネット

などから無秩序・無責任な情報が絶え間なく発信さ

れており、保護者のみでなく食物アレルギー児に対

応するすべての職員にとっても、その中から情報を

適切に取捨選択することは、けっして容易ではない。

2010年に実施された大阪府における教職員対象の調

査でも、アレルギー疾患に関する情報源は、テレビ

やインターネット、新聞などが多く、医師からの情

報提供は少ない８）。

　一方、小児科医の日常診療において、食物アレル

ギーはよく遭遇する疾患であるが、食物アレルギー

の特徴などから、個別に十分な時間を割いて診療す

ることが困難を伴うことも多く、そのことが、さら

に保護者の不満および不安を高め、その結果さらに

氾濫する情報に惑わされ、食物アレルギー診療を混

乱させている可能性もある。　

　そこで今回筆者は、院外で実施された計13回の食

物アレルギー講習会において、参加者の食物アレル

ギーに対する認知度を把握し、保護者の啓蒙および

よりよい食物アレルギー診療に結び付けるためのよ

い機会と考え、各講習会実施前後において、食物ア

レルギーに関する22問の質問表を配布し、正解率を

検討した。なお、講習会前後における22問の内容は

同一であるが、質問番号は前後で変更した。

２　対象および方法

　対象は、平成25年５月から12月までの８ヵ月間に

実施した計13回の講習会に参加し、質問表記載に口

頭で同意を得られた650名であり、各講習会は、80

分程度の講演とその前後に各５分程度質問表に対す

る回答時間を設け、その後10分程度のエピペン講習、

最後に20分の質疑応答時間を設け、計120分とした。

　表１に開催日時および参加人数を示す。

　講演の内容は、①厚生労働省：厚生労働研究班に

よる『食物アレルギー診療の手引き：2011』および

②厚生労働省による『保育所におけるアレルギー対

沖縄の小児保健30

食物アレルギーは、正しく理解されているか?

奥　間　　　稔　

報　　告

Is food allergy correctly understood?

Minoru OKUMA

社会医療法人友愛会豊見城中央病院　小児科



応ガイドライン（2011年３月）』，③日本学校保健会

による『学校におけるアレルギー対応ガイドライン』

から、抜粋・引用した。　　　

　講演前に実施した質問の内容および正解率は、表

２，表３そして図１，図２に示す如くであり、その

内容は筆者が独自に作成したものであるが、食物ア

レルギーの疫学や症状・診断および治療に至るまで、

幅広く網羅することとし、回答方法は○×式で、上

記①～③の他、医師向けのガイドラインである『食

物アレルギーガイドライン2012』を参考にした。

３　結　果

　⑴　疫学…表１

　『食物アレルギーの有病率は、乳幼児に最も多い』

という質問に対する正解率は75.5％、また、『食物

アレルギーで、アナフィラキシーを呈するのは１％

である』という質問に対する正解率は74.2％であった。

図１　上記の質問に対する各講習会での正解率（％）

図２　上記の質問に対する各講習会での正解率（％）
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表１　対　象

１．Ａ市公立保育所保育士・保育関係職員研修（n:85）５／22（水）

２．学校Ｂ会講習会（n:36） ６／２（日）

３．Ｃ市児童福祉施設給食関係職員研修会（n:53）６／13（木）

４．Ｄ市福祉施設管理栄養士および栄養士研修（n:16）６／14（金）

５．Ｅ中学校職員研修（n:24） ８／14（水）

６．Ｆ保育園職員研修（n:14） ８／24（土）

７．Ｇ市内公立保育所職員研修（n:67） ９／５（木）

８．Ｈ町立保育所および認可外保育施設職員研修（n:50）９／７（土）

９．Ｉ市内認可外保育施設職員研修（n:43） 10／３（木）

10．Ｊ市認可外保育施設職員研修（n:48） 10／26（土）

11．Ｋ県学校給食会（n:54） 11／８（金）

12．Ｌ保育園（n:70） 11／14（木）

13．Ｍ市学校給食関係者研修会（n:90） 12／26（木）

表２　疫学および症状に関する質問内容および正解率（平均）

食物アレルギーの有病率は、乳幼児に最も多い。
 〇（75.5％）

食物アレルギーで、アナフィラキシーを呈するのは 1％である。
 ×⇒ 10％程度（74.2％）

食物アレルギーによるアナフィラキシーで死亡することは
ない。 

×⇒あり（96.1％）

食物アレルギーによる症状として、咳込みやゼーゼーする
ことはない。
 ×⇒あり（93.6％）

食物アレルギーによるアナフィラキシーは、摂取して２時
間以上経過後に起こる。
 ×⇒（93.6％）

食物アレルギーは、食べなければ起こらない。 
×⇒（71.6％）

食物アレルギーが強いと、アトピー性皮膚炎もひどいこと
が多い。

×⇒（40.8％）

表３　診断および治療に関する質問内容および正解率（平均）

食物負荷試験は、沖縄県では実施していない。
×⇒実施している（86.3％）

食物アレルギーの診断には、血液検査が最も有用である。  　 
×⇒（34.4％）

食物アレルギーの治療で最も基本的なことは、適切な食物
除去である。 

〇⇒（80.0％）

ミルクアレルギー児には、それに替わるものとして大豆乳
が有用である。

×⇒特殊ミルク（38.9％）

アナフィラキシー時において、エピペンは極力使用を控え
るべきである。

×⇒（88.2％）

もしエピペンを注射して症状が改善したら、病院受診は必
要ない。

×⇒（97.7％）

食物アレルギーには、薬物療法は効果が期待できない。
〇⇒（36.4％）

食物アレルギーに対する経口免疫療法は、どの医療施設で
も実施してよい。 

×⇒（83.2％）

経口免疫療法を実施すれば、全例いずれ摂取可能になる。
×⇒（73.1％）
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　⑵　症状…表１

　『食物アレルギーによるアナフィラキシーで死亡

することはない』という質問に対しては、96.1％と

高い正解率であった。『食物アレルギーによる症状

として、咳込みやゼーゼーすることはない』という

質問に対しては、93.6％が正解していた。『食物ア

レルギーによるアナフィラキシーは、摂取して２時

間以上経過後に起こる』という質問に関しては、正

解率88.9％であった。

　その他、『食物アレルギーは、食べなければ起こ

らない』という質問に対しては71.6％の正解率で

あったが,『食物アレルギーが強いと、アトピー性

皮膚炎もひどいことが多い』という質問に対しては

40.8％と低い正解率であった。

　⑶　診断…表３， 図１

　『食物負荷試験は、沖縄県では実施していない』

という質問に対しては、正解率86.3％であったが、

『食物アレルギーの診断には、血液検査が最も有用

である』という質問に対しては、正解率は34.4％と

著しい低率であった。

　その正解率を講習会ごとに検討したところ、著し

い差を認めた。

⑷　治療…表３

　『食物アレルギーの治療で最も基本的なことは、

適切な食物除去である』という質問に対しては、

80.0％の正解率であった。しかし、『ミルクアレル

ギー児には、それに替わるものとして大豆乳が有用

である』という質問に対する正解率は38.9％と、著

明な低率であった。

　また、アドレナリン自己注射薬（エピペン®）を

積極的にすることの有用性やエピペン®使用後の

病院受診の必要性については、正解率はそれぞれ

88.2％， 97.7％と、いずれも高い正解率であった。

　一方、『食物アレルギーには、薬物療法は効果

が期待できない』という質問に対しては正解率が

36.4％と著明な低率であった。

　また、最近全国の専門施設で実施されつつある経

口免疫療法に関しては、『どの施設でも実施してよ

い』，『全例いずれ摂取可能になる』という質問に対

して、それぞれ正解率は83.2％，73.1％であった。

　⑸　その他…図２

　食物アレルギー児における予防接種および薬剤

アレルギーに関しては、正解率はそれぞれ86.4％，

89.6％であった。

　しかし、『妊娠中の妊婦の食生活と、出産後の乳

児の食物アレルギーは関連が深い』という質問に対

する正解率は、図２に示す如く全体で33.9％と、質

問項目中最も低率であり、講習会ごとの検討でも、

正解率はほとんどの講習会で40％未満であった。

　

考　案

　本邦における食物アレルギーの有病率は、出生

コホート調査においては乳児期では５－10％１）、ま

た保育園での調査では０歳児7.7％であり２）、１歳

児で9.2％とピークとなり、その後は２歳児6.5％、

３歳児4.7％と徐々に低下傾向を認め、５歳児では

2.5％であった。そして学童期では平成16年度文部

科学省調査によると2.3－2.6％と３）、加齢に伴う有

病率の低下を認めた。一方、アメリカにおいて2009

－2010年にかけてGuptaらが行った18歳以下38480

例での検討によると４）、８％の小児に食物アレル

ギーを認めると報告しており、年齢別では、０－２

歳で6.3％，３－５歳で9.2％と最も多く、その後６

－10歳で7.6％と最も低率を示したが、11歳以上で

は８％以上と、食物アレルギー有病率には明らかな

年齢の影響は認められていない。

　またカナダでは、Sollerらが7.1％の小児に食物ア

レルギーを有すると報告しており５）、本邦における

小児の食物アレルギー有病率は、両国と比較すると

明らかに低率である。

　しかし、平成25年に文部科学省により実施された

全児童生徒に対するアンケート調査結果による

と６）、小学校4.5％、中学校4.8％そして高校におい

ても4.0％の児童生徒に食物アレルギーがあると報

告されており、2007年に文部科学省が実施したほぼ

同様の調査方法による2.6％と比べると、明らかに

増加傾向を認めている。一方、食物アレルギーその

ものの定義や調査方法および対象症例や食生活習慣

など、報告により微妙な違いを認めており、明らか

に増加しているかどうかは、不明であるとする報告
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もある９）。

　ところで、食物アレルギー症状の重症度は個人差

が大きく、本邦ではアナフィラキシーの頻度は10％

程度といわれているが、Guptaらは38.7％の食物ア

レルギー児がアナフィラキシーを経験するとしてお

り、食物アレルギーの有病率と同様、本邦でもその

増加が懸念される。

　今回のアンケート結果では、食物アレルギーが乳

幼児に最も多いことは、かなり理解されていたが、

アナフィラキシーの頻度に関しては過小評価されて

いる可能性があり、重篤な合併症であるアナフィラ

キシーを予防し、また適切に対応するために、今後

も様々な機会を通じて啓蒙活動を継続する必要があ

ると思われる。

　食物アレルギー児は、アトピー性皮膚炎を合併す

ることも多く、皮疹の悪化には食物アレルギーも間

接的には関与しているが、その主因は、ハウスダス

トや家塵など食物以外のアレルゲンや発汗などである。

　しかし、アトピー性皮膚炎の悪化を食物アレル

ギーが主因と誤解している参加者が多く、『皮疹の

悪化＝食物アレルギー』と勘違いされることがない

ように、十分な注意を払って日常診療および講習会

でも説明する必要があると思われる。

　2008年Lackらにより報告10）されて以来、食物ア

レルギーにおける感作および発症において、経口の

みでなく経皮感作の重要性が世界的に知られてお

り、本邦でも茶のしずく事件以来社会的に認知され

るようになってきている。今回の検討では、食物ア

レルギー症状が経皮暴露でも起こることを71.6％の

参加者が知っていたが、より一層啓蒙活動が必要で

ある。

　食物アレルギーによるアナフィラキシーは、ほと

んど２時間以内であり、それについては88.9％と高

い正解率であったが、稀ではあるが数時間以上経過

後に発症する遅発型もあることから、その点に関し

ては注意も必要である。

　今回の検討で、最も正解率が低かった質問の１つ

が、『血液検査が、最も診断に有用である』という

質問に対する回答であり、間違った回答をしたのが

約２／３の参加者に及んでいたが、このことが、現

在の食物アレルギー診療における混乱の最大の要因

の１つであることから、この点については、日常診

療および院外での講習会などあらゆる機会を通じ

て、特に啓蒙活動を継続する必要がある。食物アレ

ルギーの診断に、最も有用性が高いのは、食物負荷

試験であることは各ガイドラインからも周知の事実

であるが、医師特に小児医療に携わっているはずの

小児科医を含めて十分認知されておらず、そのた

め、血液検査に過度に依存している可能性もあり、

小児医療に携わっているすべての医師、そして食物

アレルギー児の保護者に正しい知識が伝えられるよ

うにしなければならない。このような状況は、本邦

だけではなく外国でも同様であり、Guptaら11）や

Luccioliら12）は、保護者が食物アレルギーを疑って

いるにもかかわらず、それぞれ約30％、34％が医師

に適切な診断を受けていないことを指摘しており、

その要因として、血液検査や皮膚テストなどの偽陽

性、疑陰性率が高いにもかかわらず、これらの結果

や病歴などを参考に食物アレルギーを診断あるいは

否定してしまい、各医師間で診断が大きく異なり、

その結果保護者の医師に対する不信感がつのり、医

師の適切なアドバイスおよび治療を受けることな

く、自己流で除去食を実施しているのではないかと

している。それは、食物アレルギー児におけるアナ

フィラキシーおよび不幸な転帰の危険性を高めるこ

とにもなり、由々しき問題である。

　ところで、食物アレルギー治療の原則は、必要最

小限の除去であるが、今回の検討では、薬物療法が

有効であると答えたのが63.6％、また乳幼児におい

て非常に重要なアレルゲンである牛乳（ミルク）ア

レルギーに対して大豆乳が有用と誤解していたのが

61.1％と、いずれも過半数であったことは、重要な

課題であり、特に今回の参加者の大半が保育所関係

者であったことを考慮すると、保育所関係者に対し

て、ミルクアレルギーに対する治療としては、医師

の適切な診断とそれに基づくミルクアレルギー用ミ

ルクが必須であることを伝え、保護者にもそれが伝

わるよう協力を依頼する必要がある。

　一昨年の東京都府中市における学校給食時の不幸

な事件（故）以来、アナフィラキシー症状の重篤さ、
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そしてエピペン®の使用などについては、一般に知

られるようになっており、今回のアンケート調査結

果でもそれぞれ93.6％、97.7％とよい正解率であっ

たが、その反面エピペン®使用に関しては、11.8％

の参加者が消極的な姿勢であったことは、食物アレ

ルギーに関する講習会時において、その有用性と同

時にその積極的な使用を勧めるためにもエピペン

®使用トレーニングを継続することの重要性を再認

識させられた。村井らの報告によると13）、小中学校

教職員に対する食物アレルギーに関する講習会前に

は、エピペン®使用タイミングに対する不安が82％

と著しく高率であり、ついでその使用後の保護者から

のクレームが不安と答えたのが68％と高率であった。

　本邦では、安井らや14）向田らが15）アドレナリン

自己注射薬処方をうけた患者・保護者に対する調査

から、その適切な使用タイミングやその後の対処法

などにおける継続的な指導の重要性を指摘してお

り、本県でも同様である。

　今回の検討では、食物アレルギー児に対する予

防接種に関して正しく理解していたのは86.4％であ

り、さらに理解を深める必要がある。　　

　経口免疫療法は、各地の専門医療施設を中心に実

施されているが、耐性獲得率は、患児の重症度はも

ちろんのことアレルゲンの種類など種々の要因に

よって差を認め、また、実施方法も全国的に統一さ

れておらず、免疫療法中の安全性も十分確立されて

いないなどから標準的な治療法ではないが、73.1％

の参加者が過度な期待を寄せている可能性があり、

正しい知識の普及を図ることががやはり重要である。

　ところで今回は、①参加者の年齢層が20代～60

代まで幅広く、②圧倒的に女性の参加者が多数、③

職種も保育所関係者が過半数を占めたが保育士のみ

ならず、栄養士や管理栄養士など直接食育に責任的

な立場で携わっている参加者も多かった、④食物ア

レルギー講習会をすでに受講していた参加者もみら

れた、などの参加者の背景を個別に考慮することな

く検討したが、今後これらの点を含めて検討すると

ともに、さらに例数を増やして検討する予定である。

結　語　

　食物アレルギーは、乳幼児に最も頻度が高く、食

生活に著しい悪影響を及ぼすばかりでなく、生命に

危険を及ぼすことさえあるが、今回の調査結果では、

それに対する正しい知識が十分浸透しているとはい

えない状況である。したがって、小児科医は、日常

診療においてのみならず、院外での啓蒙活動にも積

極的に参加し、乳児から学童児までの『食育』に携

わっているすべての職種と協力して、食物アレル

ギー児が適切な診断・治療を受け、より楽しい食生

活を達成することができるよう、一層努力する必要

がある。
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Ⅰ　はじめに

　歯ブラシによるブラッシングは、歯面の歯垢が除

去されることより、う蝕予防に寄与する一要因であ

ることが指摘されている。近年、１日２回以上ブラッ

シングを行っている割合は本邦において増加傾向に

ある１）。一方、乳幼児における保護者の仕上げ磨き

に関する全国統計はないものの、う蝕予防に有意な

因子であることを示唆する報告２－10）は多く、沖縄

県におけるう蝕の発症要因に関する多変量解析を用

いた検討８）でも同様な結果が報告された。しかし、

依然として沖縄県北部保健所管内（以下、北部管内）

における３歳児う蝕有病者率は高く、改善傾向が認

められないのが現状である。そこで今回、北部管内

における仕上げ磨きに関する検討を行ったので報告

する。

Ⅱ　対象および方法

　平成22～平成25年までの４年間に１歳６か月児お

よび３歳児健康診査を受けた沖縄県と北部管内の幼

児を対象とし、仕上げ磨き、歯口清掃状態およびう

蝕罹患率に関する検討を行った。仕上げ磨きは、問

診による３段階（毎日・時々・していない）、歯口

清掃状況およびう蝕有病者率は、歯科医師の診察に

より評価されたものであり、集計結果に関しては、

沖縄県小児保健協会により作成された乳幼児健康診

査報告書を参照し検討を行った。

Ⅲ　結　果

　１）１歳６か月児の仕上げ磨きについて

　北部管内における毎日実施の割合は、最低58.9％

（Ｈ22）、最高63.4％（Ｈ25）であり、時々実施の割

合は、最低34.3％（Ｈ25）、最高38.3％（Ｈ22）、実

施していない割合は、最低2.3％（Ｈ24）、最高3.4％

（Ｈ23）と、毎日実施している割合は緩やかな改善

傾向を示した。沖縄県全体では、毎日実施の割合は

最低60.2％（Ｈ22）、最高63.8％（Ｈ23）、時々実施

の割合は、最低31.7％（Ｈ25）、最高36.4％（Ｈ22）、

実施していない割合は、最低2.7％（Ｈ25）、最高3.4％

（Ｈ22）であった（図１）。

図１　１歳６か月児における仕上げ磨き
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　２）３歳児の仕上げ磨きについて

　北部管内における毎日実施の割合は、最低66.0％

（Ｈ22）、最高74.2％（Ｈ23）であり、　時々実施の

割合は、最低24.3％（Ｈ23）、最高32.7％（Ｈ22）、

実施していない割合は、最低0.8％（Ｈ25）、最高1.6％

（Ｈ23）であった。 沖縄県全体では、毎日実施の割

合は、最低72.9％（Ｈ22）、最高77.0％（Ｈ25）、時々

実施の割合は、最低22.1％（Ｈ25）、最高25.8％（Ｈ

22）、実施していない割合は、最低0.9％（Ｈ25）、

最高1.3％（Ｈ22・24）であり、毎日実施している

割合は、緩やかな改善傾向を示した（図２）。

　３）１歳６か月児の歯口清掃状況について

　北部管内における良好の割合は、最低46.1％（Ｈ

23）、最高54.8％（Ｈ24）であり、普通の割合は、

最低41.1％（Ｈ24）、最高51.3％（Ｈ23）、不良の割

合は、最低2.6％（Ｈ23）、最高4.6％（Ｈ22）であっ

た。沖縄県全体では、良好の割合は、最低43.6％

（Ｈ24）、最高47.3％（Ｈ23）であり、普通の割合は、

最低48.6％（Ｈ23・25）、最高51.5％（Ｈ24）、不良

の割合は、最低4.1％（Ｈ23）、最高4.9％（Ｈ24）であっ

た（図３）。

　４）３歳児の歯口清掃状況について

　北部管内における良好の割合は、最低40.7％（Ｈ

22）、最高57.2％（Ｈ24）であり、普通の割合は、

最低37.8％（Ｈ24）、最高52.1％（Ｈ22）、不良の割

合は、最低4.3％（Ｈ23）、最高7.2％（Ｈ22）であっ

た。沖縄県全体では、良好の割合は、最低45.4％

（Ｈ22）、最高52.7％（Ｈ25）、普通の割合は、最低

43.3％（Ｈ25）、最高48.8％（Ｈ22）、不良の割合は、

最低3.7％（Ｈ24）、最高5.8％（Ｈ22）であり、良

好の割合は、改善傾向を示した（図４）。

図２　３歳児における仕上げ磨き

図４　３歳児における歯口清掃状態
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　５）う蝕有病者率について

　１歳６か月児に関し、北部管内では、最低3.5％（Ｈ

25）、最高5.4％（Ｈ22）、沖縄県全体では、最低3.2％

（Ｈ23）、最高3.9％（Ｈ22・24）であり、北部管内

において改善を示した。３歳児に関し、北部管内で

は、最低35.0％（Ｈ24）、最高41.7％（Ｈ22）であり、

沖縄県全体では、最低30.6％（Ｈ25）、最高36.1％（Ｈ

22）と、沖縄県全体において経年的な改善傾向を示

した（図５）。

Ⅳ　考　察

　近年、全国的に乳歯う蝕は減少傾向にあることが

指摘されている。この乳歯う蝕の減少は、上顎乳前

歯の罹患率が著しく低下したことによると報告され

ている11）。しかしながら、高いう蝕有病者率を示す

地域も存在し、かつその減少スピードも異なり、地

域格差が生じている12－14）。一方、沖縄県において

は、１歳６か月児のう蝕罹患は減少し全国値に達し

たが、３歳児のう蝕有病者率は依然として高く全国

の順位でも改善されていない。この一因に、１歳６

か月児歯科健診時におけるスクリーニングおよび指

導体制の課題も関連していると思われる。また、北

部管内における１歳６か月児および３歳児のう蝕有

病者率は県平均値より高値を維持し続けているのが

現状である。今回、これらの現況を回避するための

一助になることを目的に、仕上げ磨きに関する検討

を行った。

　う蝕予防に対し、仕上げ磨きの有用性を示唆する

報告は多い２－10）。しかし、われわれが渉猟する限り、

毎日の歯口清掃によりう蝕有病者率が明らかに低下

したという報告は認められなかった。このことは、

毎日歯磨きをするという行為が、個人の認識に依存

するため不確実になりがちであり、どこまで歯口清

掃ができているのか、ホームケアレベルのプラーク

コントロールの成果として、う蝕有病者率が低下す

るという結果との関連が出にくいことによるものと

考えられる15）。また、仕上げ磨きの効果に関しては、

保護者による主観が強く反映していると考えられる

が、歯口清掃状況およびう蝕有病者率は、歯科医師

の診察結果に基づいた上で判定されている。これら

のことより、保護者による仕上げ磨きの効果を評価

するには、歯科医による客観的評価であるう蝕有病

者率との関連性は有用と考え、毎日の仕上げ磨き実

施率とう蝕有病者率の相関を検討したところ、１歳

６か月児および３歳児では共に負の相関関係を示し

た（図６）。

　毎日の仕上げ磨きの実施率に関しては、北部管内

の実施率は沖縄県全体よりも低値を呈していたが、

沖縄県全体および北部管内における３歳児の実施率

図５　１歳６か月児と３歳児におけるう蝕有病者率
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は、共に１歳６か月児よりも高値を示した。１歳６

か月児と３歳児の比較では、３歳児の仕上げ磨きの

実施率が高いにも関わらず、う蝕有病者率は高値を

示していた。これらの理由は、保護者がう蝕罹患に

気付いた後に歯磨きを始めること16）や１歳６か月

以降の３歳までの間に、萌出した乳臼歯がう蝕に罹

患することで、仕上げ磨きを毎日実施している群に、

う蝕感受性の高い幼児が加わったことにより、隠さ

れてしまうことなどが原因として考えられる17）。一

方、歯磨き指導を受けた事のある幼児の保護者は、

我が子が歯磨き指導を受けた経験があることで、歯

磨きを生活習慣として子供に定着させることができ

ていると思うため、仕上げ磨きの実施率が減少する

ことも考えられる。

　歯口清掃状態に関しては、清掃状況が良好の割合

は、沖縄県全体の３歳児において改善傾向を認めた

が、北部管内では改善傾向は認めなかった。１歳６

か月児においては、歯磨きの有無に関係なく、口腔

清掃状況は不良であると報告18）されているが、北

部管内における１歳６か月児で良好の割合は、北部

管内の方が沖縄県全体よりも高かった。母子保健

マニュアル19）による１歳６か月児の判定基準では、

上顎４乳前歯のチェックで口腔内の清掃状況が判断

されるが、乳臼歯の萌出している小児もいることか

ら、全ての萌出歯を確認する必要があり、この時期

に適切な指導を保護者に個別で実施しないと３歳児

のう蝕罹患の改善に効果がないものと思われる。

　口腔清掃は、早期からその習慣をつけ、長期間持

続させることでう蝕予防効果が期待でき20）、母親に

よる仕上げ磨きがう蝕予防に有用と報告されてい

る９，10）。特に、乳臼歯を含め萌出した歯全ての唇

頬側の歯垢の付着は、下顎より上顎で多く、歯頸側

ほど歯垢の付着は多くなる特徴がある。さらに乳臼

歯は、歯肉が歯冠の一部を被っていたり、咬合位に

達していない場合は不潔になり易く、仕上げ磨きに

よる清掃は困難になるだけでなく、萌出直後の歯質

は、う蝕感受性が高いことも十分に考慮する必要が

ある。

　近年、本邦のう蝕減少に対し影響を与えたと思わ

れる要因の一つに、フッ化物の応用が指摘されてい

るが、世界的に生じたう蝕減少の主要要因は、フッ

化物配合歯磨剤の普及であることがWHOとFDIの

共同研究にて報告21）された。1980年代の本邦にお

けるフッ化物配合歯磨剤のシェアは10％台であっ

た21）が、現在では90％台に達し22）、2010年に行わ

れた小中学生１万８千人の全国調査では使用者率が

90％であったと報告23）されている。さらに、１歳

から２歳までにフッ化物配合歯磨剤を頻繁に使用す

る事で、３歳時におけるう蝕発生を効果的に予防で

きたとの報告24）も認められることからも、フッ化

物配合歯磨剤の普及は本邦におけるう蝕減少に寄与

した大きな要因と考えられる15）。

　フッ化物の局所応用法のなかでフッ化物配合歯磨

剤はフッ化物濃度が低いため、多数回の使用でう蝕

の予防効果が期待できる。フッ化物配合歯磨剤の使

用後に、再石灰化促進を長時間期待するためには、

再石灰化に必要な濃度のフッ化物を口腔内に保持す

る必要がある。再石灰化促進には、0.05～0.1ppm

濃度のフッ化物が必要と報告25）されているが、フッ

化物配合歯磨剤の使用に際しては洗口の方法も再石

灰化に影響26，27）すると考えられている。フッ化物

配合歯磨剤のう蝕予防効果を高めるための世界的な

使用法28）は、1,000ppm以上のフッ化物濃度の歯磨

剤を１日に２回以上使用し、歯磨き後の洗口は少数

回や少量洗口にする配慮が必要とされている。近年、

フッ化物配合歯磨剤のう蝕予防効果をより高めるた

めの刷掃法として、イエテボリ法29）とシェーグレ

ン法30）が提示されており、仕上げ磨きに際しこれ

らの方法を併用することは有用と考え、以下にそれ

ぞれの手順を記す。

　１）イエテボリ法： 

　　ｉ）歯ブラシに歯磨剤をつける（３～６歳未満

は５㎜、６～12歳未満は10㎜が目安）

　　ⅱ）歯磨剤を歯の全面に広げる

　　ⅲ）２分間歯磨きを行う

　　ⅳ）途中で吐き出さずに、歯磨剤の泡立ちを保つ

　　ⅴ）歯磨剤を吐き出さずに、10mlの水を含む 

　　ⅵ）そのまま30秒間洗口を続ける 

　　ⅶ）洗口分を吐き出し、それ以降は洗口しない 

　　ⅷ）２時間は飲食をしない 
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　２）シェーグレン法： 

　　ｉ）湿らせた歯ブラシに歯磨き剤10㎜を絞り出す

　　ⅱ）２分間刷掃し、刷掃中は必要以上に唾液を

排出しないように指示する 

　　ⅲ）歯磨き終了後に残余した歯磨剤の泡と唾液

の混濁液を頬・唇・舌を活発に動かす事で歯

周囲に勢いよくいきわたらせて、30秒間洗口

して歯間の隣接部にも混濁液を通過させる

　　ⅳ）２時間は飲食をしない

　これらの刷掃法は、いずれも口腔内に供給する

フッ化物量をできる限り多くして、洗口により口腔

内からのフッ化物の消失を防ぐことを意図してお

り、北部管内でのう蝕予防の効果を高める方法とし

て、普及啓発していくことは有用と思われる。

　平成24年度の北部管内における保育施設でのフッ

化物応用に関する調査31）では、フッ化物配合歯磨

剤を使用している割合は、他の局所応用法と比較し

て最も少なかった。 また、乳幼児健診において実

施される歯科保健の体制は、３歳児以降の幼児にお

ける情報伝達の手段が乏しく、保護者への情報提供

が十分とは考えにくい。さらに、フッ化物によるう

蝕予防対策は、学術的には安全性が十分に確認され

た効果の高いう蝕予防方法として世界的に古くから

評価されているが、危険性を誇張した医学的には不

正確な情報がインターネット等で流布されている事

から、一部の関係者の中に反対意見が根強くあるた

め、導入が困難な公衆衛生施策としても知られてい

る32）。一方、就学後の保護者は、ある程度は歯磨き

ができるようになったことで、う蝕予防ができ自立

していく成長過程の中で仕上げ磨きは不要と思い込

むことが多くなることも考えられる15）。これらの現

状を改善していくためには、中学生までのデータを

収集し１歳６か月および３歳児歯科健診のデータと

連結し、その予後との関連を分析し検討結果を明ら

かにすることで、３歳児健診時に今後の予測が立て

られるようなデーターベースを構築していくこと

も、う蝕予防戦略における新たな課題と思われる。
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Ⅰ　はじめに

　近年、小児う蝕の発生要因として、家族からのう

蝕原性菌の感染、間食および歯磨き等の生活習慣と

の関連性が指摘されているが、小児う蝕と喫煙との

関連性を論じた報告１～５）も認められる。 沖縄県に

おける小児う蝕の発生要因に関する検討でも両親の

喫煙は危険因子であることが報告６）された。一方、

沖縄県北部管内（以下北部管内）におけるう蝕症罹

患状況は沖縄県よりも高い状況が継続している。今

回、北部管内における小児う蝕と保護者の喫煙状況

を明らかにすることを目的に検討を行ったので報告

する。

Ⅱ　対象および方法

　対象は、平成17～平成25年までの９年間に１歳６

か月および３歳児健康診査を受けた沖縄県と北部管

内の幼児であり、う蝕有病者率、父親・母親の喫煙

率および昼間・夜間の主な保育者について検討を

行った。今回の検討に用いたデータは、沖縄県小児

保健協会により作成された乳幼児健康診査報告書を

参照した。

Ⅲ　結　果

　１）う蝕有病者率の経年的変化について

　北部管内の１歳６か月児は、最低3.8％（平成

25年）、最高6.2％（平成18年）、3歳児では、最低

35.0％（平成24年）、最高56.3％（平成17年）であっ

た。 沖縄県の１歳６か月児は、最低3.2％（平成23

年）、最高4.9％（平成17年）、３歳児は、最低30.6％（平

成25年）、最高45.5％（平成17年）であり、１歳６

か月児と３歳児のいずれも経年的な改善傾向を示し

た（図１）。

　２）父親の喫煙率と経年的変化について

　北部管内の１歳６か月児は、最低45.1％（平成

24年）、最高52.4％（平成21年）、３歳児では、最

低47.2％（平成22・24年）、最高54.6％（平成17年）

であり、いずれも経年的に改善する傾向は認めな

図１　１歳６か月児と３歳児におけるう蝕有病者率

1歳6 か月北部
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かった。沖縄県の１歳６か月児は、最低41.9％（平

成23年）、最高53.5％（平成17年）、３歳児は、最低

40.8％（平成25年）、最高52.3％（平成17年）であり、

経年的な改善傾向を示した（図２，３）。

　３）母親の喫煙率と経年的変化について

　北部管内の１歳６か月児は、最低9.0％（平成24

年）、最高12.4％（平成22年）、３歳児では、最低

11.5％（平成25年）、最高15.7％（平成19年）であり、

３歳児において経年的に改善する傾向を示した。沖

縄県の１歳６か月児は、最低7.8％（平成25年）、最

高12.9％（平成17年）、３歳児は、最低8.9％（平成

25年）、最高12.9％（平成17年）であり、経年的な

改善傾向を示した（図２，３）。

　４）昼間の主な保育者について

　１歳６か月児および３歳児は共に保育園が最も多

く、次いで母親、祖父母の順であったが、北部管内

における保育園の占める割合は沖縄県より高値を示

した。また、経年的に保育園の割合は増加していた

が、平成23年より複数回答の形式に変更され、祖父

母および父親の割合も増加する傾向も認められ、沖

縄県および北部管内はいずれも同様な傾向を示して

いた（表１，２）。

図２　１歳６か月児における両親の喫煙率について

図３　３歳児における両親の喫煙率について
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表１　昼間の主な保育者（１歳６か月児）

沖　 縄　 県 北 部 管 内

父 母 祖父母 保育園 その他 父 母 祖父母 保育園 その他

H17 0.2 45.9 3.5 49.4 1.0 － － － － －

H18 0.3 45.1 3.2 50.4 1.0 － － － － －

H19 0.3 43.7 3.2 51.8 1.0 － － － － －

H20 0.2 42.4 2.9 53.4 1.1 0.2 31.4 2.3 64.7 1.4

H21 0.2 41.0 2.8 55.0 1.0 0.1 26.7 2.4 69.7 1.1

H22 0.4 40.3 2.6 55.9 0.8 0.4 28.0 1.6 69.2 0.8

H23 2.3 41.7 7.8 59.7 0.4 1.6 26.7 5.1 73.0 0.5

H24 2.3 39.5 7.3 61.7 0.2 1.5 27.6 4.2 73.8 0.1

H25 2.3 38.3 7.5 63.1 0.2 2.1 24.8 3.9 76.1 0

※平成23年より複数回答の形式に変更

表２　昼間の主な保育者（３歳児）

沖　 縄　 県 北 部 管 内

父 母 祖父母 保育園 その他 父 母 祖父母 保育園 その他

H17 0.2 22.1 1.3 76.0 0.4 0.3 15.2 1.2 82.8 0.5

H18 0.2 21.9 1.4 76.2 0.3 0.4 16.0 1.4 81.8 0.4

H19 0.1 20.6 1.3 77.5 0.5 － 14.5 1.0 83.5 1.0

H20 0.2 20.6 1.1 77.6 0.5 0.2 16.6 1.6 80.5 1.1

H21 0.2 19.5 1.1 78.5 0.7 0.6 12.5 0.6 85.4 0.9

H22 0.2 18.3 0.9 79.9 0.7 － 11.2 0.6 87.0 1.2

H23 1.7 24.0 4.0 81.6 0.4 2.0 15.6 3.1 88.8 0.4

H24 1.7 23.4 3.8 81.8 0.2 1.3 14.6 3.3 88.9 0.1

H25 1.6 23.1 3.7 83.1 0.2 1.6 16.3 2.7 89.0 0.2

※平成23年より複数回答の形式に変更
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　５）夜間の主な保育者について

　１歳６か月児および３歳児は共に母親の占める割

合が最も多く、次いで父親、祖父母の順であった。

また、平成23年より複数回答の形式に変更され、父

親および祖父母の割合が増加しており、沖縄県およ

び北部管内は共に同様の傾向を示していた （表３，

４）。

Ⅳ　考　察

　受動喫煙と小児う蝕発生の関連について、う蝕発

生の主要因である「歯」、「糖」および「細菌」の

３要因に「唾液」の要因を加え報告２）されている。

その中でも「歯」の要因に関しては、硬組織の石灰

化にタバコ煙中の金属（特にカドミウム）の影響で

歯の表面が粗造となり、う蝕原因菌が定着しやすく

なること、「糖」に関しては、喫煙する保護者の非

健康的なライフスタイルが影響すること、「細菌」

に関しては、受動喫煙により免疫能と血清中ビタ

ミンCの減少が影響するとされおり、特に、「唾液」

に関しては、唾液の緩衝能の減少、う蝕原因菌の増

加および歯面への定着能増大、発酵性炭水化物の消

長妨害、歯面の再石灰化減少等の影響でう蝕発生に

決定的に関連すると説明されている（図４）。

　本邦における成人の喫煙状況を見ると、男性およ

び女性の喫煙率は共に改善傾向を認め、平成22年に

おいては男性32.2％、女性8.4％と報告７）され、若

年女性に限れば、20歳代女性で12.8％、30歳代女性

で14.2％と喫煙率が高い特徴がある。沖縄県にお

ける平成22年度の乳幼児健診における喫煙率８）は、

男性43.7％（１歳６か月児の保護者）、42.8％（３

歳児の保護者）、女性8.9％（１歳６か月児の保護

者）、9.7％（３歳児の保護者）であり、年代別喫煙

表３　夜間の主な保育者( １歳６か月児)　

沖　 縄　 県 北 部 管 内

父 母 祖父母 保育園 その他 父 母 祖父母 保育園 その他

H17 0.7 97.7 0.8 0.2 0.6 － － － － －

H18 0.9 97.4 0.8 0.2 0.7 － － － － －

H19 0.8 97.5 0.9 0.2 0.6 － － － － －

H20 1.1 96.9 0.8 0.2 1.0 1.3 96.4 0.7 0.1 1.5

H21 0.9 97.5 0.7 0.3 0.6 0.3 98.8 0.7 0.1 0.1

H22 0.9 97.7 0.7 0.2 0.5 1.4 97.2 1.1 0 0.3

H23 60.6 98.5 8.9 0.2 0.3 60.2 98.5 8.9 0.2 0.3

H24 60.9 98.4 9.4　0.2 0.1 60.8 97.8 9.6 0.1 0.1

H25 61.5 98.4 9.7 0.1 0.1 65.6 98.3 8.4 0 0.1

※平成23年より複数回答の形式に変更

　表４　夜間の主な保育者（３歳児)

沖　 縄　 県 北 部 管 内

父 母 祖父母 保育園 その他 父 母 祖父母 保育園 その他

H17 1.3 96.8 1.5 0.1 0.3 2.0 96.1 1.7 0 0.2

H18 1.5 96.5 1.5 0.1 0.4 1.9 95.8 1.6 0.2 0.5

H19 1.3 96.6 1.5 0.1 0.5 1.7 95.7 1.7 0.2 0.7

H20 1.3 96.6 1.3 0.2 0.6 1.9 94.6 2.4 0.1 1.0

H21 1.4 96.5 1.0 0.2 0.9 1.7 96.4 0.7 0.1 1.1

H22 1.2 97.2 0.7 0.2 0.7 1.6 96.6 0.8 0.2 0.8

H23 59.9 97.9 9.5 0.2 0.5 62.5 97.5 11.2 0.2 0.2

H24 60.3 97.6 9.7 0.2 0.2 61.7 97.5 11.1 0.1 0.1

H25 60.1 98.0 9.4 0.2 0.1 59.2 98.0 10.2 0.1 0.2

※平成23年より複数回答の形式に変更

図４　受動喫煙と小児う蝕に関する生物学的説明（参考；文献２）

図 5　北部管内の保育施設における禁煙認定施設について
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率では、20歳代女性13.5％（１歳６か月児の保護者）、

18.1％（３歳児の保護者）、30歳代女性6.6％（１歳

６か月児の保護者）、7.6％（３歳児の保護者）と、

若年女性の喫煙率は30歳代が全国値と比較して低

い。一方、20歳代男性の喫煙率は56.0％（１歳６か

月児の保護者）、59.8％（３歳児の保護者）であり、

全国値（34.2％）より喫煙率は高かったが、30歳代

男性では40.2％（１歳６か月児の保護者）、41.1％（３

歳児の保護者）と全国値（42.1％）より低い。本検

討において北部管内の１歳６か月児および３歳児に

おける父親・母親の喫煙率は、全国および沖縄県の

喫煙率よりも高い値を示していた。

　両親の喫煙と小児への影響に関する研究では、家

庭の喫煙状態を完全禁煙（家族が禁煙する・外で吸

う）、分煙（別の部屋で吸う・吸った後に換気する・

空気清浄機を置くなど）、自由喫煙（禁煙や分煙を

一切しない）の３群に分け、乳幼児の尿中コチニン

濃度を検討し、完全禁煙の家庭において、尿中コチ

ニンが極めて低値を示したが、分煙と自由喫煙の家

庭における乳幼児の尿中コチニン濃度に差がなかっ

たことより、家庭における分煙は、受動喫煙の暴露

防止には至らない９）とされている。喫煙者のいな

い家庭の小児の尿中コチニン濃度は、喫煙者がいる

家庭の小児の濃度より低く、喫煙者が戸外や家庭の

どこで喫煙しようと受動喫煙の原因になることが報

告10）されている。また、3～4.5歳児を対象とした両

親の喫煙に関する検討では、父親の喫煙の影響は小

さく、母親の喫煙がう蝕と関連しているとの報告11）

も認められる。本検討にて、北部管内の夜間の主な

保育者は、９割強を母親が占めていた。しかし、家

庭でのタバコ対策において、家族や周囲の人を含め

た禁煙および受動喫煙防止の支援体制の構築は、今

後も北部管内の課題と思われる。

　一方、家庭以外では、昼間の主な保育者では保育

園が最も多く、１歳６か月児で６割、３歳児で８割

以上をそれぞれ占めており、保育園での喫煙環境整

備は重要である。平成26年８月現在における北部管

内の保育園64施設中、禁煙認定施設の登録数は44施

設（68.8％）であった（図５）。 北部管内の保育施

設におけるタバコ対策事業では、禁煙認定施設数を

増やし、受動喫煙が影響する小児の疾患21）である

中耳炎、呼吸器疾患、喘息、および肺機能低下など

に加え、口腔内へ及ぼす影響に関しても周知してい

くことが必要と思われる。

　喫煙の影響でう蝕以外で口腔内へ現れる変化とし

て、喫煙者と同居年数が長いほど歯肉の色素沈着が

濃くなることが報告12）されている。小石13）は、両

親の喫煙やその喫煙本数が多いほど、小児の尿中コ

チニン濃度は高く、う蝕や濃い歯肉の色素沈着を有

する小児が多くなると報告している。自己喫煙に

よって歯肉の色素沈着が起こる場合、歯肉に色素沈

着が表出されるのに1年間かかることから、受動喫

煙による歯肉の色素沈着も自己喫煙と同様に一定期

間を経て歯肉に影響を与えると考えられる14，15）。ま

た、禁煙することにより、色素が沈着した歯肉の状

態は改善することも報告16）されている。禁煙支援

に携わる歯科医療従事者は、１歳６か月から３歳児

の幼児歯科健診だけでなく、日常の歯科診療におい

てもう蝕以外に歯肉の経時的な変化の状態を注意深

く確認していくことも必要であると思われた。

　北部管内における１歳６か月および３歳児の保護

者の喫煙状況に関しては、父親の約５割、母親の約

１割が喫煙している事より、幼児の半数以上がタバ

コ煙の暴露を受けている可能性が考えられる。また、

著者らは、園児の衣服や家庭から持参する鞄の中か

らタバコ煙臭を認める事もあるが、その保護者に現

状を伝えられず困惑しているとの相談を保育施設の

職員より受ける事がある。沖縄県の小児う蝕症の予

防において、毎日の仕上げ磨き、規則正しい食事時

間および両親の喫煙が有意な因子６）であることの

普及啓発とその対策を構築していくことは、北部管

内における今後の重要な課題と考えられる。
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